
全国福祉事務所長会議資料  
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福祉行政と生活保護  

社会・援護局長   



福祉行政と生活保護  

厚生労働省社会・援護局長  

国家予算と厚生労働省予算  

一般歳出  46兆9，784億円  
＋6，124億円  
＋1．3％  

厚生労働省予算 21兆4，769億円  
＋5，352億円  
＋2．6％  

（一般歳出に占める割合   45．7％）  
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障害保健福祉関係予算  

2006年度予算  8，131億円  

2007年度予算  9，004億円   
＋873億円  

対前年度伸び率  ＋10．7％  
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年度  

世帯類型別世帯保護率の推移  

昭和59年度   平成7年度   平成16年度   

総数   21．1（143．5）   14．7（100．0）   21．5（146．0）   

うち高齢者世帯   80．1（176．8）   45．3（100．0）   48．7（107．6）   

母子世帯   224．7（206．7）   108．7（100．0）   139．7（128．6）   

その他世帯  12．7（149．4）   8．5（100．0）   12．3（144．7）   
（傷病・障害者世帯を含む）  

単位   ま％0、指数は平成7年を100としたもの。   
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保護真の構図  

（平成19年度予算ベース）   

保護費の総額及び扶助の種別等の構成  

※国庫負担額は上記の3／4である。  

経済財政運営と構造改革に関する基本方針2（X蛤  

【社会保障】   

＜生活保護＞  

・以下の内容について、早急に見直しに着手し、可能な限り2007年度に、   
間に合わないものについても2008年度には確実に実施する。   

一生活扶助基準について、低所得世帯の消費実態等を踏まえた見直しを行  
う。   
一母子加算について、就労支援策を講じつつ、廃止を含めた見直しを行う。   
一級地の見直しを行う。   
一自宅を保有している者について、リバースモーゲージを利用した貸付け  
等を優先することとする。   

・現行の生活保護制度は抜本的改革が迫られており、早急に総合的な検討に   
着手し、改革を実施する。  
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平成19年度予算における対応  

■要保護世帯向け長期生活支援資金の創設  

・公平・自立支援の観点からの母子加算の見直し  

・自立支援プログラムの推進による就労や退院の促進  

・他法優先の徹底（人工透析費用）  

＝）以上の対応により、国責▲約400億円  

被保護者に対する自立支援について  

0 自立支援プログラムの導入（平成17年度～）  

・保護の実施機関が策定し、組織的に取組み   

① 管内の被保護世帯全体の状況を把握   

② 被保護者の状況や自立阻害要因を類型化し、  

それぞれの類型ごとに対応する個別の支援  

プログラムを策定   

③ これに基づき個々の被保護者に必要な支援  

を保健所、医療機関、ハローワーク、NPO等  
とも連携しつつ、組織的に実施   

・策定状況（平成18年12月末現在）   
◎ 685の自治体（保護の実施自治体857の80％）で   

1638のプログラムを策定   

◎ うち、422の自治体（保護の実施自治休857の50％）   

で620の就労支援に向けたプログラムを策定   

・今後の取組   

◎18年度 全自治体で自立支援プログラムを少な  

くとも1つ策定  

19年度 全自治体で就労支援プログラムを策定   

◎ セーフティネット支援対策等事業費補助金によ  
り自治体の取組を支援  

（18年度150億円、19年度予算180億円）  

○ 生活保護受給者就労支援事業の創設  
（平成17年度～）  

・福祉事務所とハローワークが連携し就労支援  

○ 生活保護の目的   

①最低生活費の支給  

② 自立の助長   

○ 自立の助長の内容   

① 日常生活自立→入院から在宅復帰 等   

② 社会生活自立→ひきこもり防止、社会参加等  

③経済的自立 → 就労   

○ 課壌   

【被保護世帯】  

・被保護世帯の抱える多様な問題に対応できて  
いるか。   

一 精神疾患、高齢者等の傷病（社会的入院を含む）   
－ DV一、虐待   

一 若年無業者（NEET）、多重債務、元ホームレス等   

【保護の実施機関】  

・組織的に対応する体制ができているか。   

－ ケースワーカー個人の経験等に依存。  
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生活保護受給者就労支援事業の創設（平成17年度～）   

○ 福祉事務所とハローワークが連携し、被保護者の就労を支援  

○ 生活保護受給者の中から、支援対象者を選定し、ハローワークヘ支援要請  

○ 支援対象者は、稼働能力を有し、就労意欲が高い者（リストラされた者、母子家庭の母等）で早  

期に適切な就労支援を行うことにより、自立の可能性が見込める者  

○ ハローワークの担当者が、福祉事務所の担当者（ケースワーカー）の同席の上で支援対象者に  

面接  

○ 支援対象者の態様に応じ、面接指導、職業訓練等を実施  

○ 実施状況  

支援開始者数  支援終了者数  支援終了者のうち就職者数   
支援開始者数に対する  

就職者数の割合   

平成17年6月～平成18年3月   プ⊥旦旦9   4，553   ヨ⊥些ヱ   41．1％   

平成18年4月一平成19年2月   β⊥旦94   8，056   卓上、旦旦1   与旦二呈塑（注）   

累計   1旦Ljを旦萱   12，609   旦⊥、旦萱旦   50．9％   

（注）平成18年度の支援終了者数の中には、平成17年度中に支援開始した者も含む  

I．「靡く人全月Uの底上げを冒持す  

一戦略は、成長戦略の一環として、経済成長を下支えする基盤（人材能力、就  
労機会、中小企業）の向上を図り、働く人全体の所得・生活水準を引き上げつ  
つ、格差の固定化を防ぐ。   

会の 2．閥最大化ノにより戯の点上げを厨る  

一単に「結果平等」を目指すような格差是正策とは異なり、意欲のある人や企  
業が自らの向上に取り組める「機会（チャンス）」を最大限拡大。人材の労働市  
場への参加や生産性の向上を図ることで、経済成長を高めていくことを目指す。  

牒Jを中心 に  
【人材能力戦略】  

『職業能力を向上させようとしても、能力形成の機会に恵まれない人』への支援  

【就労支援戦鴫】  

『公的扶助（福祉）を受けている人などで、経済的自立（就労）を目指していながら、そ   

の機会に恵まれない人』への支援  

【中小企業底上げ戦鵬】   

『生産性向上を図るとともに、賃金の底上げをしようとしているが、その機会に恵まれ   

ない中小企業等』への支援  
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l．人材簡力戦暢  

◎‘‘館力発揮＃会’’の東館   

－“誰でもどこでも職業能力形成に参加でき、自らの能力を発揮できる社会（能力発揮社  

会）”の実現を目指す。   

（1）「職業能力形成システム」（通称；「ジョブ・カート制息＝の構築   

（D「職業能力形成プログラム」による実践的な職業訓練機会の提供  
②「ジョブーカード」の交付  

※「ジョブ・カード」には、訓練状況や実績評価認定結果のほか、「実践聖教育プログ  

ラム（後述）」の履修証明等を記載。求職活動やステップアップに活用。  

③プログラム参加者や参加企業等に対する経済的支援  

④訓練参加の相談・準備から就労までの「キャリア・コンサルティング」の実施   

（2）大学・専門学校等を活用した r実横型教育システム」の構築  
① 大学・専門学校等における「実践聖教育プログラム」の提供  

②履修証明書の交付（「ジョブ・カード」に記載）   

（旦j」酬畳  
◆19年度  一宮民からなる「構想委員会」の設置と「先行プロジェクト」の実施  

◆20・21年度（本格実施）一官民からなる「推進協議会」の設置と本格実施（準備  

が整った  

業種・企業一大学等から実施）  

◆22年度以降 一実施状況を検証しながら、対象業種・企業・大学等を拡充  

2．就労支播戦鴎  

虚脱旨・差慶   

一「福祉から雇用へ」の基本的考え方を踏まえ、公的扶助（福祉）を受けている人などに  
ついて、セーフティネットを確保しつつ、可能な限り就労による自立・生活の向上を図る。  
このため、『「福祉から雇用へ」推進5か年計画』を新たに策定し、実施する。   

（」）『「福祉か皇雇用へ」働星  
①具体的目標の設定  
・母子家庭世帯、生活保護世帯、障害者等の就労移行－5年後の目標を設定  

②推進方策の計画的な実施  

・福祉（就労支援）と雇用（受入促進）の両面にわたる総合的な取組を展開。19年  

度～21年度を集中戦略期間として施策展開。  
＜主な施策＞  

○地域の特性を活かした就労支援体制の全国展開  
○ハローワークを中心とした「チーム支援」  

○障害者雇用促進法制の整備  
○関係者の意識改革  

（川 底上げ   

（D「工賃倍増5か年計画」を全国で策定・推進  
②企業的な経営手法の活用  

③ 工賃水準の確保につながる企業からの発注に対する措置  
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±て： リ‘層ロワ ニi†‡・鮎「ェ★◆〔・■言  

一働く人の賃金の底上げを図る観点から、中小企業等における生産性の向上とともに、  

最低賃金を引き上げるため、産業政策と雇用政策の一体運用を行う。  

（1L」生産性向上と脚卜に関する合意形成   
O「円卓会議（後述）」で、生産性の向上を踏まえた最低賃金の中長期  
的な引上げの方針について政労使の合意形成を図る。  

（ト」の推進による触里庄上旺  
一生産性向上の成果を下請業者に適正に配分   

②lT化・機械化・経営改善   

③ 中小サービス菓等への取組   

④ 中小企業の人材能力の向上   

（旦）最低賃金制度の充実  
（彰最低賃金の周知徹底   

②最低賃金法の改正  
一生活保護との整合性の考慮、罰則強化等   
③最低賃金引上げに向けた産業政策と雇用政策の一体運用  

一 ◎．＿．＿朗体となっね推進崖慶   

一「成長力底上げ戦略」の推進のため、官民一体となった推進体制を国・地方で構築する。   

（1）戦略推進傭制の整慮  
①「成長力底上げ戦略推進円卓会議（仮称）」の設置  
・官民からなる「円卓会議」を国・地方レベルで設置する。   

②政府部内の推進体制  

・「成長力底上げ戦略」を推進するための体制づくり   

（呈j 戦臨の進め方   
（か推進スケジュール  

「成長力底上げ戦略」は、原則として3年間に集中的な取組を行うものとする。  

◆19年度   一 本格実施の準備、各施策を有効に組み合わせた先行的取組  

◆20・21年康 一 本格実施  
◆22年度以降 一 実施状況を検証しながら施策を展開  

②政策の一体運用  

・官邸主導による雇用政策、社会保障政策、産業政策、文教政策の一体運用  

－8－   



福祉行政の方向性  

O r尊厳を支えるケア」  

○地域で普通の暮らしを継続する  

○機能・活動・参加  

○自立支援  

○地域移行  

O r福祉から雇用へ」：就労促進  

○他職種協働  

○長期継続ケア・包括的取り組み  
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